
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

1,500 千円

1,500 ≫千円
国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円

一般財源 1,500 千円

担当課 商工観光部商工振興課 課長 鈴田　正隆

担当者 森　聖也 問合せ先 0957-53-4111（内線275）

施策 1402
商工業経営基盤の強化と創業
支援

≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 中小企業人材育成支援事業 その他の見直し 予算額

事業期間 平成28年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

大村市中小企業者等人材育成支援事業補助金交
付要綱

　本事業は大村市中小企業振興会議の意見に基づき、市内経済団体等にヒアリングを行い、事業者が抱える課
題解決の取組の一つとして、優秀な人材の確保及び育成といった課題の解決を目指すため平成28年度に開始し
た。
　時代の変化により、様々な資格取得が必要となっており市内事業者の事業拡大や、人材育成やスキルアップ
のための費用の一部を助成している。
　対象者や経費の内訳について定期的に見直しを行っており、次年度も制度内容を見直す予定。

　市内中小企業の経営者及び従業員が、公的機関及び民間法人等が実施する人材育成研修を受講する際の費用
及び資格や免許を取得する際の費用や、外部から講師を招へいして実施する研修費用の一部を助成し、市内中
小企業の経営基盤を図り、地域の活力アップに寄与する。

【概要】
（人材育成研修の受講、資格・免許等の受験）
・対象経費の1/2を補助（1円未満切り捨て）
・受講者1人あたりの交付限度額　35,000円
　※受講料、教材費、交通費、宿泊料（1人1泊8,750円限度）の合計額。ただし、その合計額が10,000円以上
のものに限る
・一事業所につき、3人の利用まで
  ※同一人が、複数回利用することも可能

（単独・合同研修の開催）
・対象経費の1/2を補助（1円未満切り捨て）
　※講師謝礼、旅費宿泊費、会場借上料、通信運搬費等の合計額。
・1開催あたりの交付限度額　150,000円（合同研修の交付限度額　300,000円）
・年度内1回限り

【対象者】
・市内に本店を有する法人又は個人事業主（中小企業基本法に規定される中小企業者）
・市内に主たる事務所を有する農事組合法人、中小企業団体又は商店街振興組合
  ※本補助金と同種の補助を受けていない又は受ける予定がないこと

事業者 1．補助金

申請

大村市 2．交付決定

3．研修受講
    免許資格受験  
    研修会開催

4．実績報告

5．交付確定

6．補助金

請求

7．補助金

振込
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ６
(実績)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

Ｒ１０
(計画)

補助金交付申請件数 計画値 件 55 41 41 41 41

計画値

指標名 単位
Ｒ６
(実績)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

Ｒ１０
(計画)

研修受講アンケートによる満足度 計画値 ％ 90 90 90 90 90

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 合計
事業費 1,000 1,433 1,500 1,500 1,500 1,500 8,433

国庫支出金 0
県支出金 0
地方債 0
その他 0

一般財源 1,000 1,433 1,500 1,500 1,500 1,500 8,433
人件費 2,019 1,963 1,963 1,963 1,963 1,963 11,837

職員(人) 0.27人 0.27人 0.27人 0.27人 0.27人 0.27人 1.62人
時間外勤務(h) 28h 0h 0h 0h 0h 0h 28h

会計年度任用職員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人
フルコスト 3,019 3,396 3,463 3,463 3,463 3,463 20,270

妥当性
(市の関与)

　中小企業振興基本条例の理念に基づく中小企業支援であり、企業経営を取り巻く環境が変
化する中、大村市中小企業振興会議などの意見を基に市が関与することは妥当である。

有効性
(施策貢献度)

　市内中小企業等が抱える課題解決のため、環境の変化に応じた施策を講じることは、地場
企業の経営基盤の強化及び地域経済の活性化に有効である。

効率性
(コスト)

　中小企業者等を取り巻く環境が変化する中、優秀な人材の確保及び育成のための取り組み
として、必要な経費である。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 1次評価者のとおり


